
① 連結計算書類の連結注記表

② 計算書類の個別注記表

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、

書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記

載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかか

わらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いた

ものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第 ４ ７ 回 定 時 株 主 総 会 資 料

第47期（2025年１月１日～2025年12月31日）

グリーンランドリゾート株式会社



連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数…………………３社

・連結子会社の名称………………グリーンランド開発株式会社

空知リゾートシティ株式会社

有明リゾートシティ株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一

致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

…………………………………時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

・市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商品……………………………主として先入先出法による

原価法

・原材料及び貯蔵品……………主として最終仕入原価法に

よる原価法

　(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定)

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く)

　　定額法によっております。

ロ．無形固定資産(リース資産を除く)

・自社利用のソフトウエア……社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

よっております。

・その他の無形固定資産………定額法によっております。

ハ．リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

　貸倒引当金……………………売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。
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④　重要な収益及び費用の計上基準

　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要

な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとお

りであります。

（遊園地事業）

　遊園地事業は、主に、遊園地、スキー場、公園の管理・運

営を行っており、顧客に対して施設でのアトラクション体験

やイベント開催等のサービスの提供、飲食、商品の販売等を

行っております。

　施設でのサービスの提供については、顧客の利用の時点で

履行義務が充足されるものと判断し、収益を認識しており、

飲食・商品の販売については、飲食の提供・商品の引き渡し

の時点で、履行義務が充足されるものと判断し、収益を認識

しております。また、遊園地に係る年間フリーパスポートに

ついては、一定の期間にわたって履行義務が充足されるもの

と判断し、有効期間に応じて収益を認識しております。

（ゴルフ事業）

　ゴルフ事業は、主に、ゴルフ場の運営を行っており、ゴル

フ場施設の利用やメンバーズゴルフ場でのキャディサービス

等のサービスの提供を行っております。

　ゴルフ場施設やキャディサービス等のサービスの提供につ

いては、顧客の利用の時点で履行義務が充足されるものと判

断し、収益を認識しており、グリーンランドリゾートゴルフ

コースに係る年会費については、一定の期間にわたって履行

義務が充足されるものと判断し、経過期間に応じて収益を認

識しております。また、ゴルフ場施設での利用金額に応じて

付与される自社ポイントについては履行義務として識別し、

将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基

礎として取引価格の配分を行い、ポイントが使用(交換)され

た時点で収益を認識しております。

（ホテル事業）

　ホテル事業は、主にホテルの運営を行っており、ホテルに

おける宿泊、レストラン、宴会及び婚礼、並びにこれらに付

随するサービスの提供を行うとともに、おみやげ品等の商品

の販売等を行っております。

　宿泊の提供については、客室を顧客が利用した時点で履行

義務が充足されるものと判断し、収益を認識しております

が、連泊時については、宿泊日ごとに履行義務は充足される

ものとして収益を認識しております。また、レストラン、宴

会及び婚礼並びにこれらに付随するサービスの提供について

は、顧客にサービスを提供した時点で履行義務が充足される

ものと判断し、収益を認識しております。

　また、商品の販売については、商品の引き渡しの時点で、

履行義務が充足されるものと判断し、収益を認識しておりま

す。
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（不動産事業）

　不動産事業のうち、不動産賃貸事業では、主にグループ会

社が保有する土地や建物の賃貸を行っており、「リース取引

に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30

日）に従い、賃貸借契約期間にわたり収益を認識しておりま

す。また、不動産事業のうち、不動産販売事業においては、

主に当社が保有する土地の販売を行っており、顧客との不動

産売買契約に基づき、当該物件が顧客に引き渡された一時点

において履行義務が充足されるものと判断し、収益を認識し

ております。

（土木・建設資材事業）

　土木・建設資材事業は、主に、バイオマス火力発電所にお

ける燃料投入業務の受託に係る役務提供及び一般土木工事の

施工を行っております。

　燃料投入業務の受託に係る役務提供においては、役務提供

の完了時点で履行義務が充足されるものと判断し、収益を認

識しており、一般土木工事においては、契約における取引開

始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの

期間がごく短いため、一定の期間にわたり収益を認識せず、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する代替的な取

扱いを適用しております。

　なお、当社グループにおいて、顧客への財又はサービスの

提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引に

ついては、当該対価の総額から取引先に対する支払額を控除

した純額で収益を認識しております。

　また、上記いずれも、約束された対価は履行義務の充足時

点から概ね２か月以内で支払いを受けており、対価の金額に

重要な金融要素は含まれておりません。

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．退職給付に係る会計処理の方法

……………………………………従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

に基づき退職給付に係る資産

及び退職給付に係る負債を計

上しております。また、当社

及び連結子会社では、退職給

付に係る負債及び退職給付費

用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた

簡便法を採用しております。

ロ．グループ通算制度の適用…グループ通算制度を適用して

おります。
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２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基

準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関

する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書き

に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以

下「2022年改正適用指針」という。）第65-2項(2)ただし書き

に定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方

針の変更による連結計算書類への影響はありません。

　　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた

売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱

いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を

当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会計

方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響はあ

りません。

３．会計上の見積りに関する注記

(繰延税金資産の回収可能性)
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額） 136,675千円
繰延税金負債と相殺前の金額は253,129千円であり、将

来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資
産の総額1,003,197千円から評価性引当額750,068千円が控
除されております。

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に

資するその他の情報

  ①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時

差異のうち将来の税金負担を軽減することができると認め

られる範囲内で認識しております。課税所得が生じる可能

性の判断においては、中期経営計画を基礎として、将来獲

得しうる課税所得の時期及び金額を合理的に見積り、金額

を算定しております。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用

いた主要な仮定

　将来の課税所得の見積りは、中期経営計画を基礎として

おり、将来の九州の遊園地の利用者数並びに売上高営業委

託料率を主要な仮定として織り込んでおります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　今後の事業環境の変化により当社グループの経営者によ

る見積りより悪化した場合、追加の取り崩しが発生し、当

社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。
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建物及び構築物 778,044千円

土地 4,622,757千円

計 5,400,801千円

場所 用途 種類 減損損失（千円）

北海道岩見沢市
ホテル事業
用資産

その他(工具、
器具及び備品)

1,463

合計 1,463

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

上記の物件は、長期借入金1,593,182千円（１年以内に返済
予定の長期借入金441,016千円を含む）、短期借入金2,460,000
千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　 15,712,266千円

５．連結損益計算書に関する注記

減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グルー
プについて減損損失を計上いたしました。

当社グループは、事業用資産については内部管理上採用し
ている区分を基礎として資産のグルーピングを行い、遊休資
産については個別物件ごとにグルーピングを行っておりま
す。

当連結会計年度において、営業活動から生じる損益が継続
してマイナスとなるホテル事業用資産の帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,463千円）とし
て特別損失に計上いたしました。

なお、回収可能価額は使用価値により測定しております。
使用価値により測定する場合は将来キャッシュ・フローに基
づき算定しておりますが、割引前将来キャッシュ・フローが
マイナスのため割引率の記載は省略しております。
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普通株式 10,346,683株

・配当金の総額 113,711千円

・１株当たり配当金額 11円

・基準日 2024年12月31日

・効力発生日 2025年３月31日

・配当金の総額 51,687千円

・１株当たり配当金額 ５円

・基準日 2025年６月30日

・効力発生日 2025年９月１日

・配当金の総額

・配当の原資

103,374千円

利益剰余金

・１株当たり配当金額 10円

・基準日 2025年12月31日

・効力発生日 2026年３月30日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．2025年３月28日開催第46回定時株主総会決議による配当

に関する事項

ロ．2025年８月８日開催取締役会決議による配当に関する事

項

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力

発生日が翌連結会計年度となるもの

　　2026年３月27日開催第47回定時株主総会において次のと

おり付議いたします。

７．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限

定し、また、資金調達については銀行借入による方針です。

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスク

に晒されております。当該リスクに関しては、取引先ごとに

期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状

況を適時把握する体制としております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒さ

れておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であ

り、保有株式の時価は経営管理室にて定期的に把握しており

ます。

　借入金の内、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達で

あり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達です。借入

金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、借入金の

一部を長期固定金利にて調達しております。

　また、借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当

社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作成する等の方

法により管理しております。

　長期預り金は主にゴルフ場の預託金であり、償還要請に応

じて償還を進めておりますが、償還要請が集中した場合に

は、財務状況に影響を及ぼす可能性があります。
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連結貸借対
照表計上額

時　価 差　額

投資有価証券 545,764 545,764 －

　資産計 545,764 545,764 －

長期借入金
（１年以内返済予定を含む）

3,017,654 2,991,679 △25,974

長期預り金 2,135,082 1,340,456 △794,625

　負債計 5,152,736 4,332,136 △820,600

区　　分 連結貸借対照表計上額

 非上場株式 12,900

　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

（注）１．「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「短期借
入金」については、現金であること、及び短期間で決済
されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記
を省略しております。

２.　市場価格がない株式等は、「投資有価証券」には含め

ておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は

以下のとおりであります。

（単位：千円）

　(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可

能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお

ります。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプット

のうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負

債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプット

のうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定

した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプッ

トを用いて算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用し

ている場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ

ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。

－ 7 －



区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計

投資有価証券
その他有価証券
　株式

545,764 － － 545,764

資産計 545,764 － － 545,764

区　　分
時　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計

長期借入金
（１年以内返済
予 定 を 含 む ）

－ 2,991,679 － 2,991,679

長期預り金 － 1,340,456 － 1,340,456

負債計 － 4,332,136 － 4,332,136

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：千円）

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプッ
トの説明

投資有価証券
　全て上場株式であり、相場価格を用いて評価してお
り、活発な市場で取引されているため、レベル１の時価
に分類しております。

長期借入金(１年以内返済予定を含む)

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様

の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっており、レベル２の時価に分類して

おります。

長期預り金

　過去の償還実績をもとに算定した将来キャッシュ・フ

ローを償還見込み年数に対応する信用リスクを加味した

利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル

２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 時 価

1,701,739 2,784,464

(1) １株当たり純資産額 1,019円94銭

(2) １株当たり当期純利益 47円12銭

報告セグメント

合計

遊園地事業 ゴルフ事業 ホテル事業 不動産事業

土木・建

設資材事

業

九州 2,251,392 1,085,287 1,401,564 － 357,618 5,095,863

北海道 608,167 － 557,153 － － 1,165,320

顧客との

契約から

生じる収

益

2,859,560 1,085,287 1,958,717 － 357,618 6,261,184

その他の

収益

（注）

1,380 － － 175,885 14,510 191,775

外部顧客

への売上

高

2,860,940 1,085,287 1,958,717 175,885 372,128 6,452,959

８．賃貸等不動産に関する注記

　(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループは、熊本県、福岡県及び北海道内において賃

貸物件(土地を含む)を有しております。

　(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却

累計額を控除した金額であります。

　　 ２．連結決算日における時価は、主として固定資産税

評価額等の指標を用いて合理的に算定したものであ

ります。

９．１株当たり情報に関する注記

10．収益認識に関する注記

　(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自2025年１月１日　至2025年12月31日）

（単位：千円）

（注）その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号）に基づく賃貸収入等であります。
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区　　分
当連結会計

年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 290,395

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 311,894

契約負債（期首残高） 47,644

契約負債（期末残高） 45,547

　(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情

報

　「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に

関する注記」の「(4) 会計方針に関する事項④重要な収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。なお、当社

及び連結子会社の役割が代理人と判断された取引について、

純額での収益認識により、当連結会計年度の連結損益計算書

において、売上高が2,625,551千円、売上原価が2,625,551千

円減少しております。

　(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解

するための情報

①契約負債の残高等

（単位：千円）

　契約負債は、その他の流動負債に含めており、主に、当社

のゴルフ場において付与したポイント、施設でのサービス提

供における顧客からの前受金、遊園地に係る年間フリーパス

ポート、並びにゴルフ場（グリーンランドリゾートゴルフコ

ース）に係る年会費に関連するものであります。契約負債

は、収益の認識に伴い取り崩されます。また、当連結会計年

度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含

まれている金額に重要性はありません。なお、当連結会計年

度において契約負債の残高に重要な変動はありません。

②残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループでは、当初に予想される契約期間が１年を超

える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、残存履

行義務に配分した取引価格に関する記載を省略しておりま

す。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に

含まれていない重要な金額はありません。

11．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

……………………………………時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

・市場価格のない株式等………移動平均法による原価法

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

・商        品…………………先入先出法による原価法

・原材料及び貯蔵品……………主として最終仕入原価法に

よる原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア………社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法に

よっております。

・その他の無形固定資産…………定額法によっております。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………………売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。
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②　退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上し

ております。ただし、当事

業年度末においては年金資

産の額が退職給付債務を上

回るため、前払年金費用を

計上しております。また、

当社では退職給付に係る負

債及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付

債務とする方法を用いた簡

便法を採用しております。

③　関係会社債務保証損失引当金…関係会社への債務保証に係

る損失に備えるため、当該

会社の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上

しております。

④　関係会社事業損失引当金………関係会社の事業に伴う損失

に備えるため、当該会社の

財政状態等を勘案し、損失

負担見込額を計上しており

ます。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業にお

ける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時

点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（遊園地事業）

　遊園地事業は、主に、遊園地の運営を行っており、顧客に対

して施設でのアトラクション体験やイベント開催等のサービス

の提供、飲食、商品の販売等を行っております。

　施設でのサービスの提供については、顧客の利用の時点で履

行義務が充足されるものと判断し、収益を認識しており、飲

食・商品の販売については、飲食の提供・商品の引き渡しの時

点で、履行義務が充足されるものと判断し、収益を認識してお

ります。また、遊園地に係る年間フリーパスポートについて

は、一定の期間にわたって履行義務が充足されるものと判断

し、有効期間に応じて収益を認識しております。
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（ゴルフ事業）

　ゴルフ事業は、主に、ゴルフ場の運営を行っており、ゴルフ

場施設の利用やメンバーズゴルフ場でのキャディサービス等の

サービスの提供を行っております。

　ゴルフ場施設やキャディサービス等のサービスの提供につい

ては、顧客の利用の時点で履行義務が充足されるものと判断

し、収益を認識しており、グリーンランドリゾートゴルフコー

スに係る年会費については、一定の期間にわたって履行義務が

充足されるものと判断し、経過期間に応じて収益を認識してお

ります。また、ゴルフ場施設での利用金額に応じて付与される

自社ポイントについては履行義務として識別し、将来の失効見

込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価

格の配分を行い、ポイントが使用(交換)された時点で収益を認

識しております。

（不動産事業）

　不動産事業のうち、不動産賃貸事業では、主に当社が保有す

る土地や建物の賃貸を行っており、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）に従い、賃貸

借契約期間にわたり収益を認識しております。また、不動産事

業のうち、不動産販売事業においては、主に当社が保有する土

地の販売を行っており、顧客との不動産売買契約に基づき、当

該物件が顧客に引き渡された一時点において履行義務が充足さ

れるものと判断し、収益を認識しております。

　なお、当社において、顧客への財又はサービスの提供におけ

る当社の役割が代理人に該当する取引については、当該対価の

総額から取引先に対する支払額を控除した純額で収益を認識し

ております。

　また、上記いずれも、約束された対価は履行義務の充足時点

から概ね２ヶ月以内で支払いを受けており、対価の金額に重要

な金融要素は含まれておりません。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　グループ通算制度の適用…………グループ通算制度を適用し

ております。

２.会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基

準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関

する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書き

に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。）

第65-2項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

ます。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はあ

りません。
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建物 241,164千円

土地 4,349,990千円

計 4,591,155千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 8,963,240千円

①　短期金銭債権 40,474千円

②　短期金銭債務 86,160千円

③　長期金銭債権 555,000千円

④　長期金銭債務 68,041千円

①　売上高 43,933千円

②　営業費用 118,931千円

③　営業取引以外の取引高 43,879千円

３.会計上の見積りに関する注記

(繰延税金資産の回収可能性)

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債（純額） 80,223千円

繰延税金負債と相殺前の繰延税金資産の金額は21,810千円であ

り、将来減算一時差異に係る繰延税金資産の総額904,310千円から

評価性引当額882,500千円が控除されております。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資する

その他の情報

　連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記」

に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　上記の物件は、長期借入金1,311,582千円（１年以内に返

済予定の長期借入金366,172千円を含む）、短期借入金

2,300,000千円の担保に供しております。

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　(4) 次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証

を行っております。

　空知リゾートシティ株式会社　　4,890千円

５．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
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普通株式 9,260株

（繰延税金資産）

未払事業税 10,262千円

関係会社株式 392,713千円

減損損失 53,895千円

関係会社事業損失引当金 332,296千円

貸倒引当金 91,400千円

借地権除却 11,774千円

その他 11,967千円

繰延税金資産　小計 904,310千円

評価性引当額 △882,500千円

繰延税金資産　合計 21,810千円

（繰延税金負債）

前払年金費用 △41,571千円

固定資産圧縮積立金 △670千円

その他有価証券評価差額金 △59,790千円

繰延税金負債　合計 △102,033千円

繰延税金資産(負債)の純額 △80,223千円

種 類 会社等の名称 住 所
資本金又は
出 資 金
（千円）

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権の所有
(被所有)割合

（％）

その他の
関係会社

西部ガスホー
ルディングス
株 式 会 社

福 岡 市
博 多 区

20,629,792
都 市 ガ ス の
製造、供給、販売

（被所有）
直接  14.64
間接　9.75

関 係 内 容
取 引 内 容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

1名 － 遊園地売上 18 長期預り金 2,400

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

（注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりま

すが、実質的に所有していない株式が100株ありま

す。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．関連当事者に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

（注）各取引の価格等は一般的取引条件によっております。
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種 類
会社等の
名 称

住 所
資本金又は
出 資 金
（千円）

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権の所有
(被所有)割合

（％）

子 会 社

有明リゾー
ト シ テ ィ
株 式 会 社

熊 本 県
荒 尾 市

100,000
ホテル、飲食店の経営、
ギフト商品販売業、生損
保 保 険 代 理 店 業

所有
直接　100.00

空知リゾー
ト シ テ ィ
株 式 会 社

北 海 道
岩見沢市

100,000
遊園地・スキー場、
ホテル、飲食店の経営

所有
直接　100.00

関 係 内 容
取 引 内 容

取引金額
（千円）

科 目
期 末 残

高
（千円）役員の兼任等 事業上の関係

兼務　2名

ホテル、飲食店の
経営、ギフト商品
販売業、生損保保
険 代 理 店 業

資金の貸付
貸付の回収
貸付金利息
当社の銀行借入金
に対する土地建物
の 担 保 提 供

40,000
90,000
1,091

1,510,542

関 係 会 社
短期貸付金
関 係 会 社
長期貸付金

20,000

105,000

兼務　２名

遊 園 地 ・
ス キ ー 場 、
ホ テ ル 、
飲食店の経営

資金の貸付
貸付金利息

350,000

2,519
関 係 会 社
長期貸付金

450,000

(2) 子会社

（注）１. 各取引の価格等は一般的取引条件によっております。

２. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理
的に決定しております。

３. 有明リゾートシティ株式会社に対する貸付については、
125,000千円の貸倒引当金を計上しております。また、
当事業年度において50,000千円の関係会社貸倒引当金戻
入額を計上しております。

４. 有明リゾートシティ株式会社については、上記以外に
1,059,955千円の関係会社事業損失引当金を計上してお
ります。また、当事業年度において14,156千円の関係会
社事業損失引当金戻入額を計上しております。

５. 空知リゾートシティ株式会社に対する債務保証について
は、当事業年度において24,930千円の関係会社債務保証
損失引当金戻入額を計上しております。

６. 空知リゾートシティ株式会社に対する貸付については、
166,452千円の貸倒引当金を計上しております。また、
当事業年度において66,452千円の関係会社貸倒引当金繰
入額を計上しております。

７. 空知リゾートシティ株式会社については、当事業年度に
おいて55,570千円の関係会社事業損失引当金戻入額を計
上しております。
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(1) １株当たり純資産額 1,060円58銭

(2) １株当たり当期純利益 41円29銭

９．１株当たり情報に関する注記

10．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情

報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の

「（4）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。なお、当社の役割が代理人と判断された取引につい

て、純額での収益認識により、当事業年度の損益計算書におい

て、売上高が2,333,407千円、売上原価が2,333,407千円減少し

ております。

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

12．連結配当規制に関する注記

当社は、連結配当規制の適用会社であります。
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